
⇒次のページへ ⇒P９へ

ガイドラインの概要はP４～をご確認ください

費用負担▶P5 労働時間管理▶P7 安全衛生▶P8

厚生労働省は、令和３年３月にテレワークガイドラインを改定しました。

このガイドラインは、使用者が適切に労務管理を行い、労働者が安心して働くことができる良質なテ

レワークを推進するため、テレワークの導入と実施に当たり、労務管理を中心に、労使双方にとって留

意すべき点、望ましい取り組み等を明らかにしたものです。

労働基準関係法令の適用等をお示ししているほか、作業環境等を確認できるチェックリストも作成し

ておりますのでぜひご活用ください。また、テレワークを円滑かつ適切に制度として導入するに当たっ

て、労使で十分に話し合っていただくためにご活用ください。

はじめに

 オフィスでの勤務に比べて、働く時間や場所を柔軟に活用できる

 通勤時間の短縮や、これに伴う心身の負担の軽減

 仕事に集中できる環境での業務の実施により、業務効率化につながり、それに伴う時間外労働が

削減できる

 育児や介護と仕事の両立の一助となる

など、仕事と生活の調和を図ることが可能となるといったメリットがあります。

テレワークのメリット

業務を行う場所に応じたテレワークの特徴

テレワークとは、インターネットなどのICTを活用し自宅などで仕事をする、働く時間や場所を

柔軟に活用できる働き方です。

テレワークガイドラインを改定しました
新たな日常、新しい生活様式に対応した良質なテレワークを推進するために

労働者の方へ

テレワークで
困ったら

どこに相談すれば
いいんだろう

自宅等で
テレワークを行う

ときは、何に気をつけ
ればいいんだろう

サテライトオフィス勤務

在宅勤務

自宅の近くや通勤途中の
場所等に設けられたサテライトオフィス
（シェアオフィス、コワーキングスペースを含む）

での勤務は、通勤時間を短縮しつつ、
在宅勤務やモバイル勤務以上に
作業環境の整った場所で就労可能な働き方です。2.

通勤を要しないことから、事業場での勤務の場合に通勤
に要する時間を柔軟に活用できます。

また、例えば育児休業明けに短時間勤務等と組み合わせて勤務したり、
保育所の近くで勤務したりすることが可能となることなどから、仕事と

家庭生活との両立に資する働き方です。

モバイル勤務

労働者が自由に働く場所を選択できる、
外勤における移動時間を利用できるなど、

働く場所を柔軟にすることで
業務の効率化を図ることが可能な働き方です。3.

1.

モバイル勤務

自由に働く場所を選択できる、
外勤における移動時間を利用できるなど、
働く場所を柔軟にすることで
業務の効率化を図ることが可能な働き方です。3.



テレワークを行うことで、人事評価や

費用負担に関するトラブルが起きました

⇒ お近くの「総合労働相談コーナー」へご相談ください。

最寄りの施設は厚生労働省ホームページまたは下記の二次元コード

からご覧ください。

■電話相談
月・火 17時～22時
土・日 10時～16時

（祝日、年末年始はのぞく）

月・火 17時～22時
土・日 10時～16時
（祝日、年末年始はのぞく）

■SNS相談

24時間受付／
１週間以内に返信します

■メール相談

職場のトラブルに関するご相談など、

あらゆる分野の労働問題に関するご相談先

賃金・労働時間・解雇などに関する

法令違反、事故・災害が発生したときなどのご相談先

孤独や不安を感じた際のご相談先

テレワークでコミュニケーションが減り、

孤独や不安を感じた時などは、

働く人の「こころの耳 相談窓口」へご相談ください。

総合労働相談コーナー

解雇・雇止め・配置転換、賃金の引き下げ・

パワーハラスメントを含めたいじめ・嫌がらせ

など、あらゆる分野の労働相談を

受け付けています。（無料・予約不要・秘密厳守）

⇒ お近くの「労働基準監督署」へご相談ください。

最寄りの施設は厚生労働省ホームページまたは下記の二次元コード

からご覧ください。

労働基準監督署

労働者や事業主の皆さまからのご相談を受け付けています。

■賃金・労働時間・解雇・退職金・その他の待遇など

■仕事中のけが、通勤途中のけがなど

■労働災害防止、職業性疾病防止など

相談窓口

こころの耳 相談窓口

メンタルヘルス不調や、ストレスチェック制度、

過重労働による健康障害の防止対策などについての

困りごと、お悩みなどのご相談を受け付けています。

SNS相談、メール相談の窓口は厚生労働省ホームページまたは

下記の二次元コードからご覧ください。

テレワーク中の残業代が支払われません／

テレワーク中にけがをしたのですが、

労災の対象になりますか？

２



テレワークガイドラインの概要は、次ページ以降をご覧ください

最寄りの施設は厚生労働省ホームページでまたは下記の二次元コードからご覧ください。

都道府県労働局雇用環境・均等部（室）

以下のようなご相談を受け付けています。

■セクシュアルハラスメント

■妊娠・出産・育児休業などに関するハラスメント

■同一企業内における正規雇用労働者・非正規雇用労働者の間の不合理な待遇差

テレワークを実施する中で困ったことがあれば、以下の相談窓口などをご活用ください。

不合理な待遇差、ハラスメントのご相談先

パートタイム労働者という理由で、

テレワークを認められません／

テレワークをしている間にもハラスメントを受けています

セクシュアルハラスメント、
パートタイム・有期雇用労働法
に関するご相談

⇒お近くの

「都道府県労働局
雇用環境・均等部（室）」

労働者派遣法に関するご相談

⇒お近くの

「都道府県労働局
需給調整事業部（課・室）」

都道府県労働局需給調整事業部（課・室）

労働者派遣法に関するご相談を受け付けています。

テレワークの導入に際しての留意点 P ４

労務管理上の留意点 P ５

テレワークのルールの策定と周知 P ６

さまざまな労働時間制度の活用 P ６

テレワークにおける労働時間管理の工夫 P ７

テレワークにおける安全衛生の確保 P ８

テレワークにおける労働災害の補償 P ８

テレワークの際のハラスメントへの対応 P ８

テレワークの際のセキュリティへの対応 P ８

３



■テレワークの対象業務

• 一般的にテレワークを実施することが難しいと考えられる業種・職種であっても、個別の業務によって

は実施できる場合があります。また、テレワークに向かないと安易に結論づけるのではなく、管理職側

の意識を変え、業務遂行の方法の見直しを検討しましょう。

• オフィスに出勤する労働者のみに業務が偏らないよう、留意することが必要です。

■テレワークの対象者等

• 実際にテレワークを実施するに当たっては、労働者本人の納得の上で対応を図る必要があります。

• テレワークの対象者を選定するに当たっては、正規雇用労働者、非正規雇用労働者といった雇用形態

の違いのみを理由としてテレワーク対象者から除外することのないようにしましょう。

※ 正規雇用労働者と非正規雇用労働者との不合理な待遇差については、パートタイム・有期雇用労働

法、労働者派遣法により禁止されており、雇用形態のみを理由にテレワークの対象から除外すること

は、これらの法律に違反する可能性があります。

※ 派遣労働者のテレワークで疑問があれば以下のQ＆Aも参照してください。

 派遣労働者等に係るテレワークに関するQ＆A

• 在宅での勤務は生活と仕事の線引きが困難になる等の理由から在宅勤務を希望しない労働者について、

サテライトオフィス勤務やモバイル勤務を利用することも考えられます。

• 特に、新入社員、中途採用の社員や異動直後の社員は、テレワークと出社を組み合わせるなど、

コミュニケーションの円滑化に特に配慮しましょう。

■導入に当たっての望ましい取り組み

• 不必要な押印や署名の廃止、書類のペーパーレス化、決裁の電子化等が有効です。職場内の意識改革を

はじめ、業務の進め方の見直しに取り組みましょう。

• 働き方が変化する中でも、労働者や企業の状況に応じた適切なコミュニケーションを促進するための

取り組み（職場と同様にコミュニケーションを取ることができるソフトウェアの導入等）を行いましょ

う。

テレワークガイドライン 概要

テレワークの導入に際しての留意点

• テレワークの推進は、労使双方にとってプラスなものとなるよう、働き方改革の推進の観点にも配意し

て行うことが有益です。使用者が適切に労務管理を行い、労働者が安心して働くことのできる良質なテ

レワークとすることが重要です。

• テレワークを推進する中で、従来の業務遂行の方法や労務管理の在り方等について改めて見直しを行う

ことも、生産性の向上に資するものであり、テレワークを実施する労働者だけでなく、企業にとっても

メリットのあるものです。

• テレワークを円滑かつ適切に、制度として導入し、実施するに当たっては、あらかじめ労使で十分に話

し合い、ルールを定めておくことが重要です。

派遣労働者 テレワーク Q&A

例えば・・・

導入目的、対象業務、対象となり得る労働者の範囲、実施場所、

テレワーク可能日（労働者の希望、当番制、頻度等）、申請等の手続、費用負担、

労働時間管理の方法や中抜け時間の取り扱い、通常または緊急時の連絡方法等

４

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000088382_00011.html


労務管理上の留意点

■テレワークにおける人事評価制度

• 人事評価は、企業が労働者に対してどのような働きを求め、どう処遇に反映するかといった観点から、

企業がその手法を工夫して、適切に実施することが基本です。

• 上司は、部下に求める内容や水準等をあらかじめ具体的に示すとともに、必要に応じて達成状況につい

て共通認識を持つための機会を柔軟に設けることが望ましいです。

• 人事評価の評価者に対しても、非対面の働き方での適正な評価ができるよう、訓練等の機会を設ける等

の工夫が考えられます。

• 時間外や休日等のメール等に対応しなかったことを理由として不利益な人事評価を行うことは適切な

人事評価ではありません。

• テレワークを行う場合の評価方法を、オフィスでの勤務の場合の評価方法と区別する際には、誰もがテ

レワークを行えるようにすることを妨げないように工夫するとともに、労働者に対して取扱いの内容の

違いを説明することが望ましいです。

• テレワークを実施せずにオフィスで勤務していることを理由として高く評価すること等も、労働者がテ

レワークを行おうとすることの妨げになるものであり、適切な人事評価ではありません。

■テレワークに要する費用負担の取り扱い

• テレワークを行うことによって労働者に過度の負担が生じることは望ましくありません。

• 個々の企業ごとの業務内容、物品の貸与状況等により、費用負担の取り扱いはさまざまであるため、

労使のどちらがどのように負担するか等については、あらかじめ労使で十分に話し合い、企業ごとの状

況に応じたルールを定め、就業規則等において規定しておくことが望ましいです。

出典：「テレワーク導入のための労務管理等Q＆A集」

通信回線の使用料等は個人使用と業務使用と
の切り分けが困難であるため、一定額を会社
負担としている例も見られる

例えば通話料、インターネット利用料などの

通信等が増加する場合、実際の費用のうち業

務に要した実費の金額を在宅勤務の実態（勤

務時間等）を踏まえて合理的・客観的に計算

し、支給することも考えられます。

在宅勤務に係る費用負担等に関する課税関係

は、国税庁が作成した「在宅勤務に

係る費用負担等に関するＦＡＱ

（源泉所得税関係）」を参照くだ

さい。

テレワーク 費用負担 Q&A

■テレワーク状況下における人材育成・テレワークを効果的に実施するための人材育成

• テレワークを導入した初期あるいは機材を新規導入したとき等には、必要な研修等を行うことも有用で

す（新たな機器やオンライン会議ツール等を使用する場合など）。

• 企業は、各労働者が自律的に業務を遂行できるよう仕事の進め方の工夫等によって人材の育成に取り組

みましょう。併せて、管理職が適切なマネジメントを行うことが重要です。

例えば管理職は、仕事を進める上で、最初に大枠の方針を示す等、部下が自律的に仕事を進められるよ

うな指示を行う等が考えられます。

労務管理、作業環境の確認等にぜひご活用ください。また、テレワークを円滑かつ適切に

制度として導入するに当たって、労使で十分に話し合っていただくためにご活用ください。

５

https://www.nta.go.jp/publication/pamph/pdf/0020012-080.pdf


• 労働基準法に定められた全ての労働時間制度でテレワークを行うことが可能です。このため、テレワー

ク導入前に採用している労働時間制度を維持したまま、テレワークを行うことができます。

• 通常の労働時間制度および変形労働時間制においては、始業および終業の時刻や所定労働時間をあらか

じめ定める必要がありますが、必ずしも一律の時間に労働する必要がないときには、その日の所定労働

時間はそのままとしつつ、始業および終業の時刻についてテレワークを行う労働者ごとに自由度を認め

ることも考えられます。

• フレックスタイム制は、労働者が始業および終業の時刻を決定することができる制度であり、テレワー

クになじみやすい制度です。

• 事業場外みなし労働時間制は、労働者が事業場外で業務に従事した場合において、労働時間を算定する

ことが困難なときに適用される制度であり、使用者の具体的な指揮監督が及ばない事業場外で業務に従

事することとなる場合に活用できる制度です。テレワークにおいて一定程度自由な働き方をする労働者

にとって、柔軟にテレワークを行うことが可能になります。

• 裁量労働制および高度プロフェッショナル制度は、業務遂行の方法、時間等について労働者の自由な選

択に委ねることを可能とする制度です。これらの制度の対象労働者について、テレワークの実施を認め

ていくことにより、労働する場所についても労働者の自由な選択に委ねていくことが考えられます。

さまざまな労働時間制度の活用

• 労働基準法上の労働者には、テレワークを行う場合も、労働基準法、最低賃金法、労働安全衛生法、

労働者災害補償保険法等の労働基準関係法令が適用されます。

• テレワークを円滑に実施するためには、使用者は労使で協議して策定したテレワークのルールを就業

規則に定め、労働者に適切に周知することが望ましいです。

• 労働契約や就業規則において定められている勤務場所や業務遂行方法の範囲を超えて使用者が労働者

にテレワークを行わせる場合には、労働者本人の合意を得た上での労働契約の変更が必要です。

※ 労働者本人の合意を得ずに労働条件の変更を行う場合には、労働者の受ける不利益の程度等に照らし

て合理的なものと認められる就業規則の変更および周知によることが必要です。

テレワークのルールの策定と周知

６

テレワークにおいて、次の①②をいずれも満たす場合には、制度を適用することができます。

事業場外みなし労働時間制（詳細）

① 情報通信機器が、使用者の指示により常時通信可能な状態におくこととさ
れていないこと
＝以下の場合については、いずれも①を満たすと認められ、情報通信機器
を労働者が所持していることのみをもって、制度が適用されないことはない。

 勤務時間中に、労働者が自分の意思で通信回線自体を切断する
ことができる場合

 勤務時間中は通信回線自体の切断はできず、使用者の指示は情
報通信機器を用いて行われるが、労働者が情報通信機器から自分
の意思で離れることができ、応答のタイミングを労働者が判断すること
ができる場合

 会社支給の携帯電話等を所持していても、その応答を行うか否か、
又は折り返しのタイミングについて労働者において判断できる場合

② 随時使用者の具体的な指示に基づいて
業務を行っていないこと
＝以下の場合については②を満たすと
認められる。

 使用者の指示が、業務の目的、
目標、期限等の基本的事項にと
どまり、１日のスケジュール（作
業内容とそれを行う時間等）を
あらかじめ決めるなど作業量や作
業の時期、方法等を具体的に特
定するものではない場合



テレワークにおける労働時間管理の工夫

 テレワークにおける労働時間の把握

• テレワークの場合における労働時間の管理は、テレワークが本来のオフィス以外の場所で行われる

ため使用者による現認ができないなど、労働時間の把握に工夫が必要です。一方で、労働時間管理

を情報通信技術を活用して行うこと等により、円滑な労務管理も可能となります。

• テレワークにおける労働時間の把握については、「労働時間の適正な把握のために使用者が講ずべ

き措置に関するガイドライン」を踏まえ、次の方法によることが考えられます。

パソコンの使用時間の記録等の客観的な記録を基礎として、始業および終業の時刻を確認す

ること（テレワークに使用する情報通信機器の使用時間の記録等や、サテライトオフィスへ

の入退場の記録等により労働時間を把握）

労働者の自己申告により把握すること

情報通信機器の使用時間の記録が労働者の始業および終業の時刻を反映できないような場合には、使
用者は、以下のような対応を行いつつ、労働者の自己申告により労働時間を把握することも可能です。
・ 労働者に対して労働時間の実態を記録し、適正に自己申告を行うこと等について十分な説明を行う
ことや、実際に労働時間を管理する者に対して自己申告制の適正な運用等について十分説明すること

・ パソコンの使用状況など客観的な事実と自己申告により把握した始業・終業時刻に著しい乖離があ
ることを把握した場合、所要の労働時間の補正をすること

・ 自己申告できる時間外労働の時間数に上限を設けるなど、労働者による労働時間の適正な申告を阻
害する措置を講じてはならないこと

 テレワークに特有の事象の取り扱い

• 中抜け時間（一定程度労働者が業務から離れる時間）

中抜け時間については、労働基準法上、使用者は把握することとしても、把握せずに始業および終業

の時刻のみを把握することとしても、いずれでもよく、使用者が把握する場合、その方法として、例え

ば一日の終業時に、労働者から報告させることが考えられます。また、中抜け時間の取り扱いは、次の

①②などが考えられます。

①把握する場合には、休憩時間として取り扱い終業時刻を繰り下げたり、時間単位の年次有給休暇とし

て取り扱う

②把握しない場合には、始業および終業の時刻の間の時間について、休憩時間を除き労働時間として取

り扱う

• 勤務時間の一部についてテレワークを行う際の移動時間

勤務時間の一部についてテレワークを行う場合の就業場所間の移動時間について、労働者による自由

利用が保障されている時間は、休憩時間として取り扱うことが考えられます。

一方で、例えば、テレワーク中の労働者に対して、使用者が具体的な業務のために急きょオフィスへ

の出勤を求めた場合など、使用者が労働者に対し業務に従事するために必要な就業場所間の移動を命じ、

その間の自由利用が保障されていない場合の移動時間は、労働時間に該当します。

• 休憩時間の取り扱い

テレワークを行う労働者について、労使協定により、休憩時間の一斉付与の原則を適用除外とするこ

とができます。

• 時間外・休日労働の労働時間管理

テレワークの場合も、使用者は時間外・休日労働をさせる場合には、三六協定の締結、届出や割増賃

金の支払が必要となり、また、深夜に労働させる場合には、深夜労働に係る割増賃金の支払が必要です。

• 長時間労働対策

テレワークにおける長時間労働等を防ぐ手法としては、次のような手法が考えられます。

メール送付の抑制等やシステムへのアクセス制限等

時間外・休日・所定外深夜労働についての手続き

：労使の合意により、時間外等の労働が可能な時間帯や時間数をあらかじめ使用者が設定する等

長時間労働等を行う労働者への注意喚起
７



テレワークにおける安全衛生の確保

• テレワークでは、上司等とコミュニケーションを取りにくい、上司等が心身の変調に気づきにくいとい

う状況となる場合が多くあります。事業者の実施する健康相談体制やコミュニケーションの活性化のた

めの取組等を確認し、活用しましょう。

• 「自宅等においてテレワークを行う際の作業環境を確認するためのチェックリスト（労働者用）」

を活用し、作業環境等を確認ください。必要な場合には、労使が協力して改善を図ったり、サテライト

オフィス等の活用を検討したりすることも重要です。

→チェックリストはP９～11参照

テレワークにおける労働災害の補償

• 労働契約に基づいて事業主の支配下にあることによって生じたテレワークにおける災害は、業務上の災

害として労災保険給付の対象となります。

労働災害の発生に備え、以下のような対応が望ましいです。

■使用者は、情報通信機器の使用状況などの客観的な記録や、労働者から申告された時間の記録を適切に保

存すること

■労働者は負傷した場合の災害発生状況等について、使用者や医療機関等が正確に把握できるよう、状況等

を可能な限り記録しておくこと

テレワークの際のハラスメントへの対応

• 事業主は、テレワークの際にも、オフィスに出勤する働き方の場合と同様に、ハラスメントを行っては

ならない旨を労働者に周知啓発する等、ハラスメントの防止対策を十分に講じる必要があります。

テレワークの際のセキュリティへの対応

• 情報セキュリティの観点から全ての業務を一律にテレワークの対象外と判断するのではなく、関連技術

の進展状況等を踏まえ、解決方法の検討を行うことや業務毎に個別に判断することが望ましいでしょう。

• 総務省において、テレワークセキュリティに関するガイドラインやチェックリストが公開されています

ので、ご活用ください。

テレワークセキュリティガイドライン

テレワークのセキュリティに特化した専門マニュアル。

ひと通り押さえておくと安心です。

また、セキュリティの専任担当がいないような中小企業等においても、

最低限のセキュリティを確実に確保してもらうためのチェックリスト

についても掲載しています。
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自宅等 に お い てテレワーク を行う際 の作業環境 を確認する
た め のチェックリスト

労働者の方用

９



テレワーク を行う労働者 の安全衛生 を確保 す る た め の

チェックリスト（１／ 2 枚目）

事業主、企業の労務担当者の方用
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テレワーク を行う労働者 の安全衛生 を確保 す る た め の

チェックリスト（２／ 2 枚目）

事業主、企業の労務担当者の方用
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